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NPO法人組織基盤強化に関するアンケート 結果  

調査用紙 送付数 745 返信数 222 （返信率 29.8％） 

回答者の属性：代表者 116（52%）理事 42（19%）事務局長 41(18%) その他 19（9%）無回答 4(2%) 

１．組織運営に関すること 
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②理事の人数について
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④職員の人数について

法人の設立後年数は、設立間もない法人から、15

年以上の法人まで、幅広い法人から回答を得た

が、実際の岐阜県内の分布と比較すると、設立後

10年以上の法人の回答率が高かった。 

理事の人数は、４～６人が最も

多い。 

理事の人数について、分野、規

模とも特に顕著な傾向は見ら

れなかった。事業収入が 100万

未満の法人でも 10人以上の理

事を置いているところが 11法

人あれば、事業収入が 5,000万

を超えていても理事が 3 人と

いうところが 15法人あった。 

 

職員数(スタッフ)については、

有給・無給を合わせた数。 

0 と答えている法人が 36 ある

が、職員の定義が曖昧だったの

で、0~1人によりカウントして

いる。 

1年未満

3% 1年～3年

10%

3年～5年

14%

5年～10年

40%

10年～15

年

28%

15年以上

5%

(参考）NPO法人全体
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⑥有給職員の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦職員の雇用について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いる

58%

いない

42%

過去2年間に

新しく職員になった人

過去２年間に職員を新規採用した法人は、

128（58%）。そのうち 67法人（52%）は、

「保健・医療・福祉」の分野の法人である。 

新規雇用の予定がある 41 法人のうち、23

法人(56%)が「保健・医療・福祉」の分野で

あった。 

募集しているが応募がない 7 法人のうち 5

法人が「保健・医療・福祉」の分野で、この

分野の職員の需要が高いことがわかる。 

 

0人

26%

1人

28%

2人

14%

3人

10%

4人

8%

5人

7%

6人

3%
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⑤兼務理事数について

いる

61%

いない

33%

無回答

6%

有給職員

0人

33%

1人

13%
2人

8%

3人～5人

10%

６～９人

11%

10～19人

11%

20～29人

5%

30人以上

4%

無回答

5%

有給職員の数

予定なし

44%

雇いたい

ができな

い

33%

予定あり

19%

その他

4%

今後の新規雇用について

資金がない

70%

良い人材

がいない

13%

募集して

いるが応

募がない

9%

その他

8%

職員を雇えない理由

職員を兼務する理事がいる法人が 74%。 

職員が 1 人の法人 18 のうち、8 法人は理

事が兼務している（44%）。 

有給職員がいる法人は、135法人(61%)。 

有給職員がいない 73 法人のうち 58 法人

（79％）は、事業収入が 500万円以下。 

経常収入 500 万円が有給職員を 1 人雇え

るかどうかの境目になりそうである。 
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⑧会員の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

⑨理事会の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20人未満

53%

20～50

30%

50～100

11%

100人以

上

6%

正会員数

20人未満

71%

20～50

13%

50～100

9%

100人以

上

7%

賛助会員数

現状で良い

33%

力を入れたい

63%

その他

3%

無回答

1%

会員を増やすことについて

月に2回以

上

1%
月に1回程

度

21%

隔月1回

11%

四半期に1

回

24%

半年に1回

37%

その他

6%

理事会の開催頻度

会員の規模は正会員、賛助会員ともに

20人未満の法人が多く、会員の募集に

力を入れたいと思っている法人が

63%であった。 

6 割の法人が現会員数、分野や事業規

模に関係なく、さらに会員を増やして

いきたいと思っている。 

 

理事会は、3カ月に 1回以上開催してい

る法人が 57%であり、多くの法人は一定

の頻度で理事会を開催している。 

理事会を半年に 1 回しか開いていない

法人は 80 法人。そのうち 48 法人は、

【事業に関すること】で、「現状より成

長したいと思っている」し、13 法人は

「現在は順調だが、この状態を維持でき

るか不安」と答えている。 

一方、縮小または解散を考えている法人

13法人のうち、10法人が理事会は半年

に 1回であった。 
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⑩事務局の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  業務執行体制 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 法人の備え付け書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

置いてい

る

74%

置いてい

ない

26%

事務局を置いていますか。
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会計・労務・税務等を担当する人（複数可）

54%
48%

39%

29% 30%

0%

10%
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60%

法人に備えてあるもの（全体の割合）

全体の 74%が事務局を置いているが、

126 法人が理事長または理事が会計・

労務・税務等の実務に関わっている

（57%）。また、理事長が実務を行って

いる 57法人のうち 31法人が理事長だ

けで会計・労務・税務を行っている（全

体の 14％）。理事長以外の理事が実務

を行っている法人は 82法人（37%）で

あった。 

 

法人に備え付けの書類については、

就業規則が 54%、給与規定は 48%と

高い割合であった。 

しかし、旅費規程や会計規則を有

する法人が 3 割前後と低いことと、

諸規定を作っていない法人も 3 割あ

る。 



5 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67

41 44

16

24 21

8

56

28 30

46

29

50

6
13

9

0

10

20

30

40

50

60

70

80

あると答えた法人：相談している人、団体、機関

（複数可）
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80%
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18%

その他
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⑪法人の運営で困った時に相談できる機関の有無について
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ないと答えた法人：今後、相談したい人、団体、機関（複数可）

法人の運営を相談できる機

関が「ある」と答えた法人は 178

法人（80%）。 

特定の専門家やぎふNPO・生

涯学習プラザへ相談をしてい

る一方、まだ中間支援組織を相

談相手にできていないところ

が多い。 

 

相談できる機関が「ない」と答

えた法人は 40 法人であった

（18%）。 

今後、相談したい相手として

は、他の機関と比べると、「同じ

分野のNPO」に相談したい割合

が高い。 
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＊ぎふ NPO・生涯学習プラザへの相談状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岐阜

35%

西濃

13%
中濃

20%

東濃

14%

飛騨

18%

ぎふN PO・生涯学習プラザに相談し

ている法人

市町村

37%

岐阜

13%西濃

9%

中濃

9%

東濃

2%

飛騨

9%

全県

16%

その他

5%

活動エリア

岐阜

38%

西濃

14%

中濃

20%

東濃

17%

飛騨

11%

(参考）岐阜県N PO法人の割合

相談できる機関を「ぎふNPO・生涯学習

プラザ」と答えた 56法人のうち 21法人

（38%）は、専門家とのつながりがなく、

プラザや市民活動センターなどの中間支

援組織のみが相談先であった。 

また法人の所在地は、ほぼ県内全域にわ

たっていて、実際の法人の割合とあまり

変わらない（やや飛騨圏域が多い）。 

法人の活動エリアも幅広く、様々な法人

から相談を受けていることがわかる。 
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２．事業に関すること 

①主な活動分野について     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②主な活動エリアについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他…地区単位、旧村、岐阜市と関市、被災地、海外、愛知県、中部圏など 

 

 

 

 

 

 

回答を得た法人の分野は、多少の偏りはあるが、 

ほぼ全分野から回答を得た。 

保

健・

医

療・

福祉

社会

教育

まち

づく

り

観光

の振

興

農山

漁

村・

中山

間地

域

学

術・

文

化・

芸

術・

ス

ポー

ツ

環境

の保

全

災害

救援

地域

安全

人権

擁

護・

平和

国際

協力

男女

共同

参画

子ど

もの

健全

育成

情報

化社

会

科学

技術

の振

興

経済

活動

活性

化

職業

能

力・

雇用

機会

消費

者保

護

中間

支援

回答数 100 5 24 1 8 17 20 2 4 0 3 1 28 4 0 1 2 1 1

法人数 258 45 106 2 4 90 89 8 7 10 18 8 72 13 7 15 17 3 7

100
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92
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22

0 20 40 60 80 100

その他

市町村

飛騨圏域

東濃圏域

中濃圏域

西濃圏域

岐阜圏域

岐阜県全域

(法人数：平成 28年 11月末) 

回答を得た法人の 42%が市町村を活動エリアにしている。その他の中にある地区単位や旧村等も入れると

45%になる。地域に密着している法人が多いことがわかる。 

 

市町村

42%

岐阜圏域

13%

西濃圏域

7%

中濃圏域

8%

東濃圏域

6%

飛騨圏域

8%

岐阜県全

域

10%

その他

6%
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③収入・収支の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

黒字

66%

赤字

34%

昨年度収支差額について (事業を実施した法人のうち）
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昨年度の経常収入金額

21

1 1

4
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4
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経常収入が5,000万以上

常勤の職員を1人雇えるよう

になる境目となりそうな経常

収入が 500 万円以上の法人は

121法人で全体の 54%。 

一方、収入が 100万未満の法

人は 60 法人（27%）、5000 万

以上の法人は 33法人(15%)。 

収入が多い分野は、保健・医

療・福祉の分野であることがわ

かる。 

昨年度事業を実施した法人のう

ち、黒字の法人が 66%と半分以上を

占め、赤字の法人は 34%であった。 

単年度でみているので、これだけ

で法人の経営状況の判断はできない

が、全国中小企業の 27年度黒字割合

が 51%（TKC全国会調査）であるこ

とと比べると、黒字の割合は高い。 
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④認定 NPO法人について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤現状と今後の展望について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

128

61

16

7

2

4

4

0 20 40 60 80 100 120 140

現状より成長したい

現在は順調だが、維持できるか不安

現状に満足しており、特に心配はない

縮小したい

目的を達成したので、解散を考えている

活動を続けることが困難なので、解散を考えている

その他

現在の状況

１～２年以内に取得

できるよう準備中

5%

数年後に取得したい

14%

いつかは取得したい

24%

制度がよくわからない

11%

取得するつもりはない

46%

認定NPO法人について（取得済・申請中を除く）

認定 NPO 法人を「取得準備中」「数年後に取得したい」「いつかは取得したい」を合わせ

ると 43%。4割を超える法人が認定取得の希望を持っている。 

「現状より成長したい」と答えた法人は 128法人（58%）で、半数以上を占める。 

「現状維持に不安を抱えている」（61法人）を入れると 85%の法人が運営の安定や向上が必要と思っている。 

一方、「縮小したい」「解散を考えている」法人は 12法人（6%）であった。 
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58%

20%

36%

64%

57%

16%

16%

35%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

収入を増やしたい

活動エリアを広げたい

新しい事業を始めたい

事業の質を高めたい

現在のサービスの参加者・利用者を増やしたい

サービスの対象を拡大したい

ボランティアの参加を増やしたい

職員の給料を上げたい

その他

成長したいと答えた法人：どういう面で成長したいか(複数可）

44%

5%

46%

13%

3%

38%

7%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

資金が不安定

競合相手がいる

事業の担い手が不足

事務処理力の不足

災害・事故の備えができていない

後継者がいない

単年度契約の事業が多い

その他

現在は順調だが、維持できるか不安：不安の理由(複数可）

57%

71%

0%

0%

14%

0% 20% 40% 60% 80%

資金の不足

担い手の不足

事務処理力の不足

組織再編のため

その他

縮小したいと答えた法人：その理由(複数可）

現状維持に不安を感じている法人と縮小を考えている法人に共通しているのが「資金不足」と「担い手不

足」である。法人の継続、ミッション達成のためには、資金の安定、事業の担い手（後継者）の育成は、

大きな課題であることがうかがえる。 

「成長したい」と答えた法人の 64%は、「事業の質を高めたい」と考えている。事業収入やサービス

の参加者・利用者を増やしたいと思う法人も半数を超えていて、現在の事業の改善、向上を望んでい

る法人が多いことがわかる。 
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⑥助成金、委託・補助事業について 
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ある

57%

ない

43%

過去2年間に行政の委託事業や補助事業

を実施したことがありますか？
応募したが通

らなかった

6%

応募してい

ない

83%

無回答

11%

「ない」と答えた法人

ある

39%

ない

61%

過去2年間に民間の助成金を

受けたことがありますか？
応募したが

通らなかっ

た

12%

応募してい

ない

88%

「ない」と答えた法人

保健・医療・福

祉

39%

まちづくり

14%子どもの健全育成

13%

環境の保全

10%

学術、文化、芸

術、スポーツ

8%

農山漁村

6%

社会教育

3%

地域安全

2%

その他

5%

委託事業・補助事業を実施している法人の主な分野

過去 2 年間に民間の助成金を受けたことがある法人は 39%とあまり高くないが、行政の委託事

業・補助事業を実施している法人は 57%と半数を超えていて、分野も幅広い。 

一方、実施していない法人は、応募していないと回答した法人が 8割を超えている。 
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⑦行政との協働・政策提言について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健・医療・福祉

36%

まちづくり

16%子どもの健全育成

16%

学術、文化、芸術、ス

ポーツ

10%

環境の保全

8%

社会教育

4%

農山漁村

4%

その他

6%

協働事業提案・政策提言をしている法人の主な活動分野

行政に協働事業や政策提言をしたことがある法人は 70法人（31%）で、分野も幅広い。 

行政に働きかけている法人が 3割あるが、委託や補助を受けている法人の割合（57%）に対して低い数値と

なっている。 

ある

31%

ない

66%

無回答

3%

過去2年間に、行政に協働事業の提案や政

策提言をしたことがありますか？
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⑧企業との協働について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する

65%

しない

26%

無回答

9%

「ない」と答えた方、企業と知り合

える機会があれば参加しますか？
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企業の関わり方（複数可）

ある

28%

ない

72%

過去2年間に企業と一緒に事業を

したことがありますか？

19

1
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2
1 1 1

9
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16
18
20

企業との協働事業を実施している法人

（61法人）
 企業との協働事業を実施したこ

とがある法人は 61 法人（28％）

で、3割に満たないが、資金援助だ

けでなく、企画の協力や広報、活動

場所、人材の提供など様々な形の

協力を得ていて、企業との協働の

良い事例が一定数あることがわか

る。 

 企業と知り合う機会があれば参

加したい法人は 6 割を超えてい

る。 
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⑨金融機関からの資金調達について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩寄付の状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ある

29%

ない

71%

過去2年間に、積極的に寄付募集した

ことはありますか？

必要がない

33%

余裕がない

27%

やり方がわ

からない

18%

その他

10%

無回答

12%

積極的に寄付募集をしない理由

7
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4
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2
1

2

0

2

4
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12

どこからの融資ですか？

ある

13%

ない

87%

過去2年間に金融機関の融資

を受けたことがありますか？

金融機関の融資を受けたことがある法人は 29法人（13%）。 

多くの法人は、融資を受けずに活動している。 

寄付募集をしている法人は３割。積極的に寄付募集をしない理由として、「余裕がない」

「やり方がわからない」という回答が合わせて 45%であったことから、寄付募集の方法

を学ぶ機会が不足している法人が多い。 



15 

 

⑪経営計画について 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

立てている

18%

作成中

9%

今年度中に作成

予定

2%

必要は感じてい

るが作成は未定

54%

立てるつもりは

ない

14%

その他

3%

中長期計画について

できている

30%

だいたいできて

いる

54%

あまりできてい

ない

13%

できていない

0%

わからない

3%

理事・スタッフ内のミッションの共有状況

現状より成長したいと考えている法人が半数以上であるのに、中長期の計画を立てている法

人と立てようとしている法人は 3割（29%）。必要は感じているが作成の予定がない法人が半数

を超えている。 

回答者は、理事・スタッフ内でミッションの共有はほぼできているという認識である。 

「できていない」、「わからない」は合わせて 16%であった。 
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⑫広報について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬他の組織との連携について 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 ＊その他…学校、大学、商工会議所、病院など 

０回

31%

1回～5回

53%
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16回以上
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現在使っている広報ツールと今後使いたい広報ツール

現在 今後
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現在、密接に繋がっていると思う組織 今後繋がりたい組織

マスメディアに月 1 回以上掲載さ

れた法人は７％。半数は、1回～5回。

一度も掲載されなかった法人が 3 割

であった。 

 現在使っている広報ツールでは、

チラシやパンフレット、ホームペー

ジが上位を占めるが、今後使いたい

ツールとしては、ホームページが最

も多かった。まだ SNSを使った広報

への関心はそれほど高くない。 

現在連携している組織

として、市町村を上げた

法人が最も多かった。 

現在連携していない

が、今後連携したい組織

として、企業、地縁組織を

あげた法人が多い。 


